
別記第２号様式

申請者名

【記載方法について】

１
　

２

３ 　国（公団を含む）又は地方公共団体（地方住宅供給公社を含む。）との契約を優先的に記載すること。

４ ３に次ぐ優先順位として、金額の多い契約を優先的に記載すること。

５ 　１、２に該当する契約を３件以上有する場合は、３、４により２件まで記載すること。

６ 　類似契約履行実績を証明するものとして、別記第３号様式（契約履行実績証明書）又は契約書の写しを添付すること。

７ 　この様式は、申請者が中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）に基づき設立された中小企業等協同組合及び中小企業団体の組織に関する法律（昭和32
年法律第185号）に基づき設立された協同組合の場合は、各構成員ごとに作成すること。

契約期間

令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

発注機関名 契約金額（円）

円

※記載する契約期間の例・・・・令和４年４月１日～令和５年３月３１日、令和５年４月１日～令和６年３月３１日、
　　　　　　　　　　　　　　　　　  　令和６年４月１日～令和７年３月３１日（※契約継続中の場合、契約の終期まで誠実な履行が見込まれるときは記載可）

　資格審査申請日の直前２営業年度（当該営業年度が２４月に満たない場合は、２４月分）における実績を記載すること。

円

類　似　契　約　履　行　実　績　調　書

警備契約名（施設警備）
履行場所

（市町村名）

　告示において明示した調達する役務と種類及び規模をほぼ同じくする契約にかかる履行実績について記載すること。なお、「種類及び規模をほぼ同じくする契約」
には、機械警備業務は含まないものとする。


